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Ⅰ はじめに 
 
地理学的研究において，オフィスは 2 つの性格を
持つ．まず，企業の経営の根幹をなす意思決定機能，
業務を支える後方支援機能を併せ持つ中枢管理機能，
営業機能，研究開発機能を発現する場である．それ
とともに，それら機能はワーカーによって発現され
るため，オフィスは彼らが組織化され，就業する場
でもある． 
日本の場合，国土レベルでみればそれは東京に集
中し，都市内部レベル言えば，都心地区に立地が集
中する傾向がある．1980 年代以来，政策的な立地分
散が企てられた．業務核都市が東京の周辺都市が指
定され，2000 年代初頭を目標として整備が進められ
てきた．横浜市はその一つであり，自立的都市圏と
して位置付けられた神奈川県域の中心都市であると
ともに，東京都心からの業務機能の分散移転の受け
皿としても機能すると期待されている． 
東京大都市圏を構成する東京都・神奈川県・千葉
県・埼玉県の市区町村のうち，2006 年から 2014 年
の間で事業所従業者の増加数が 3 万人を超えたのは
10 区であり，多い順から東京都千代田区 16.2 万人，
港区 11.3 万人に続いて，品川区，新宿区，江東区，
大田区，世田谷区，横浜市西区，豊島区，（東京都）
中央区である 1)．23 区内の都心，副都心および隣接
する周辺区が該当するが，23 区外では唯一，横浜市
西区が含まれている． 
周辺都市のなかでは，横浜市西区で業務機能の集
積が顕著といえる．横浜市西区の 2014 年総従業者数
17.8万人に対して横浜みなとみらい21地区を構成す
る町丁目の従業者数は 8.9 万人で，同区従業者総数
の 50%にあたる．平成 13 年事業所・企業統計におけ
る 2001年の同地区の事業所従業者総数は 4.4万人で
あり，この地区の従業者数の倍増が横浜市西区のそ
れを牽引したことがわかる． 
横浜みなとみらい 21 地区は，1965 年に発表され
た横浜市６大事業の一つで，金沢区に移転した三菱
重工業造船所跡地を主とした横浜市臨港地区におい
て1983年より整備事業が進められている都市再開発
地区である． 
横浜市の「関内・伊勢佐木町地区」と「横浜市周
地区」に二分された既存の都心地区をつなぎ都心機
能を充実するとともに，港湾機能の充実を図ること，
さらには首都圏整備計画における神奈川県域の核と
なる「横浜・川崎業務核都市」の経済拠点として整
備されてきた． 
 佐藤（2016）は，この 3 つの使命をもつ当地区を
中心とした，1990 年代後半のオフィス移転連鎖に注
目してオフィスの郊外立地のプロセスを検討し，既
存の都心地区における不動産経営の影響を考察した．
その結果として，実際には東京都心から移転した企
業は少なく，神奈川県内や横浜市内からの移転が主
であり，移転元で空き部屋の増えた既存都心地区ビ
ルの用途転換（コンバージョン）は確認できなかっ
たとした． 
 本稿は，東京大都市圏の周辺都市のなかで業務機
能集積が進んだ横浜みなとみらい 21 地区における，
2000 年以降のオフィス立地の傾向を概観する． 
本稿では，主として既存の資料をもとに立地情報
を整理して検討する．具体的には各企業のホームペ
ージに掲載されるニュースリリース，『日経不動産マ
ーケット情報』をはじめとする不動産情報誌，エリ
アマネジメント統括主体，さらに行政当局によって
公開される各種情報が存在する．そして後述のとお
り，横浜市による立地誘導策に伴う支援が行われ，
助成対象企業の情報も整理されている．それらを整
理し纏めながら，東京大都市圏の周辺都市において
事業所集積の進む当地区のオフィス立地の概観を捉
えたい． 
 
Ⅱ 立地誘導の施策と立地の事例 
 
１． みなとみらい 21地区開発の現状 
横浜市中区の新港地区（41ha），西区と中区の一部
を含む中央地区（141ha），さらに西区の横浜駅東口
地区（4ha）の 3 地区から構成される 186haの開発地
区は，さらに 68の街区に区分されて整備・都市再開
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発が進められている（第 1 図）．この開発面積は，新
宿副都心や東京湾岸の江東区豊洲 3・4 丁目のそれの
倍の規模をもつ．新港地区は港湾・商業，中央地区
は業務・商業・居住機能，横浜駅東口地区は業務・
商業機能の立地が推進されている． 
 
 
地区全体の 2019 年 3 月の事業進捗率は総宅地面
積約 87ha に対して 93％，本格利用地区の割合は計
画中・建設中を含めて 87.9％に上り，未開発地でも
事業公募が市当局によって進められている．就業人
口 19 万人，居住人口 1 万人の計画に対して，就業人
口は 10 万人を超え，居住人口も計画に近づきつつあ
る 2)． 
2019 年現在，オフィス用途は地域全体で 25 施設
であり，中央地区と横浜駅東口地区に立地している
（第 2 図）．1993 年竣工の「横浜ランドマークタワ
ー」を皮切りに，1990 年代にオフィスビルの建設が
始まる．2000年代の中期以降は増加傾向にあり，2010
年代に入って，さらに増加傾向が顕著になっている． 
25 施設のうち自社の所有施設は 11 施設で，2008
年以降 8 施設が立地した．賃貸ビルは 14 施設あり，
そのうち 8 施設は 2007 年以降に竣工した．軒並み，
延床面積が 5 万㎡を超える大型ビルである． 
その他，大規模商業施設が複数開業し，神奈川大
学の新キャンパスや音楽ホールをはじめとするエン
タテインメント施設，ホテルの進出が計画され合同
庁舎の移転も予定されており，業務機能にとどまら
ない多機能化が進んでいる．2020 年には横浜市役所
市庁舎も関内から近隣地区に移転する予定である． 
 
２．横浜市の立地誘導施策 
街区開発はバブル景気とその崩壊の影響を受けた
ものの，2003 年には基盤整備が終了し，横浜駅に近
い立地条件やインフラストラクチャーを前面に出し，
誘致方策を駆使して企業を誘致する企業誘致の機運
が高まった（情熱都市YMM21 編集委員会編，2017） 
横浜市は，中田宏市長時代の 2004 年に企業立地促
進条例を制定し，東京圏政令市のなかでも本格的な
助成制度をいち早く導入した 3)．2009 年市長選で当
選した林史子市長のもとでもそれは引き継がれ，2012
年度には 27 億円を拠出した．2015 年には，さらに
制度を拡充して，観光・MICE 事業への助成を対象
としている 4)． 
 企業が土地を取得し自前の不動産として事務所・
研究所・工場を横浜市が指定する地域に設置する場
合，5 年間，固定資産税・都市計画税の課税を半分に
減額されるとともに，合計 50 億円を上限とする助成
金が交付される（「固定資産取得型」助成）．助成金
額は投資額に助成率をかけて算出され，本社・研究
所で 12％，賃貸ビルの建設で 8％をその率としてい
る．加えて，2017 年度までは，外資系企業と海外 2
カ国以上に現地法人を持つ日本企業を「グローバル
企業」と認定し，本社や研究所を開設した場合の助
成率を 15％としていた． 
一方，企業が賃貸オフィスビルにテナントとして
入居する場合も助成を受けることができる（「テナン
ト型」助成）．従業員規模が 100 人以上の大企業本社
や研究所を置く場合，法人市民税相当額を 4 年間（グ
ローバル企業は 5 年間），年間 1 億円を上限として軽
減される．中小企業に対しても，医療・環境・IT な
ど特定成長産業の県外からの進出および市内での移
転に対して，事業所規模にかかわらず，賃料を補助
する． 
2010 年からは，横浜市は東京にも拠点を置き，積
極的な企業誘致活動を続けてきた． 
2018 年度からは，テナント型助成においては軽減
期間をそれぞれ１年伸ばした．加えて，それまでは
すでに納付した法人税相当額を助成金として交付す
る仕組みであったのを，最初からの軽減措置とした
5)．これにより，コスト回収と事務的業務が軽減され，
特に外資系企業の誘致にはプラスに働くと見込まれ
ている．加えて，「固定資産税取得型」では，特に研
究開発拠点の誘致に力を入れるとしている． 
さらに，みなとみらい 21 地区が 2011 年 12 月に
「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特
区」の指定を受けて，横浜市は，企業の従業員規模
にかかわらず「創薬」「医療機器開発」「再生医療（ips
中央地区
新港地区
横浜駅 
東口地区
第１図 横浜みなとみらい 21 地区の概要 
注）破線内が該当する開発地区である．地理院地図をベー
スとして作成． 
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細胞）」など 7 分野の事業者を対象に，規制緩和や税
法上の優遇策を用意している． 
さらに，神奈川県による企業誘致促進賃料補助金
があり，県外からの立地の場合，月額賃料の 3 分の
1 を 6 ヶ月分，上限 600 万円で支払われる． 
以下では，企業立地促進条例に認定された事業者・
企業に着目して，それらの進出と立地状況を整理す
る． 
 
 
３．「固定資産取得型」助成を受けた企業の進出 
「固定資産取得型」事業として認定された企業立
地などの概要について整理する 6)． 
横浜市が立地などの助成する 13 地域で 2018 年度
までに認定された 8 地域 107 件のうち，みなとみら
い 21 地区では 16 件認定された（第 1 表）．その内容
を見ると，8 地域全体では本社・事務所の新設等が
多く 27 件，工場の新設・増設等が 25 件，研究所の
新設・増設等が 14 件と続く．賃貸用建物の建設は 13
件であった．みなとみらい 21 地区での内訳は，本社・
事務所が 7 件，賃貸オフィスビルの建設，研究所の
新設等，ホテルの新設がそれぞれ 3 件，音楽ホール
の建設が 1 件となり，事務所系不動産に対しての認
定の件数が他の地域と比べて多い 7)．支援予定の助
成金額が 100 億円を超えるものは，8 地区全体では
額が把握できた 68 件のうち 20 件であるが，みなと
みらい 21 地区のそれは 15 件中 12 件で，額の大きさ
が特徴的である． 
「固定資産取得型」の代表的な事例として，日産
自動車は，分散していた機能を再配置して本社機能
と研究開発機能をそれぞれ集約した．神奈川県には
同社の生産拠点である追浜工場（横須賀市）や日産
車体（平塚市），研究開発施設などが集積しており，
本社機能を横浜市に，研究開発機能を厚木市の事業
所に集約し，事業所間の連携向上とともに社員の通
勤の利便性の向上も図った．本社を 1968 年に横浜市
神奈川区から移転し東京都中央区東銀座に構えてい
たが，社屋の老朽化対応と 2 棟に分れていた本社業
務の効率化を目的として，みなとみらい 21 地区に延
床面積 9 万 2,000 ㎡の新社屋を建設して，2009 年に
移転した．本社移転には，横浜市からの積極的な誘
致活動や税制優遇や助成金交付も大きかったという
8)． 
 
京浜急行電鉄は，東京都港区高輪から自社とグル
ープ 11 社 1,200 人の本社移転を 2019 年に行った 9)．
グループ企業の立地集約による業務の効率化と，沿
線地域の活性化を進める上で，起点の品川と終点の
三浦，久里浜，逗子との中間地点である横浜の立地
優位性を考慮した結果としての移転である． 
研究開発施設の開設については，下記の事例があ
る． 
富士ゼロックスは，商品開発のリードタイム向上
や研究・開発コストの効率化，顧客と研究・開発部
門との接点強化による市場ニーズへの迅速な対応を
目的として，神奈川県を中心とした周辺地域に分散
立地していた研究開発拠点を既存の海老名事業所と
横浜みなとみらい 21 地区の新事業所に集約した．新
事業所は，各機能の連携を強化し，顧客ともに経営
課題を探り出して解決に向けたアイデアを創出する
場，効果や市場性などを検証する場とされ，顧客企
1 99 3～1 9 99  
2 0 0 0～2 0 04  
2 0 0 5～20 09  
2 0 1 0～20 1 4  
2 0 1 5～20 1 9
竣工年 延床面積（ 1 0 00 0㎡）
3 0～4 0
「 企業立地促進条例」 認定施設（ 固定資産取得型、 20 0 5年～）
2 0～3 0
1 0～2 0
５ ～1 0
～3
3～５
第 2図 オフィスビルの立地と「企業立地促進条
例」認定事業者施設の分布（2019 年） 
注）横浜市ホームページ，ビル管理会社ホームページ他よ
り作成． 
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業からの近接性が重視された．既存の海老名事業所
は生産技術機能の重要拠点と位置づけられ，横浜の
事業所とは明瞭な機能区分がなされた 10)． 
2010年 4 月に約 4,500人を収容する 13万 5,000㎡
の自社屋が完成した．加えて，近隣の大型ビルにも
サービスソリューション系営業部門やカスタマーサ
ービス部門，情報システム関連会社などの約3,500名
が入居し，グループ企業と合わせて約 8,000 人が就
労する拠点となっている． 
資生堂は，横浜市都筑区の研究所を 2018 年にみな
とみらい21地区に移転させた 11)．延床面積5万6,000
㎡の社屋に約 1,000 人が就労する．みなとみらい 21
地区の拠点で基盤・基礎研究を行い，それを海外 7
拠点の研究拠点に拡散させ現地のニーズに合わせて
価値開発をする体制を構築する 12)．化粧品はファッ
ションとしての側面も持つことから，新しい研究所
は「都市型オープンラボ」として強く意識された．
国内外の先端研究機関や異業種からの知見，情報，
技術を融合させて新しい価値を作るために郊外地域
から市中心部へ場所を移し，さらに新たな発想を生
むべく研究員の就労環境を整えることを目的とした． 
2020 年には，村田製作所が 1,000 人の研究者を中
心とするワーカーを収容する研究開発施設を開設予
定であり，上限額である 50 億円が助成されている．
関西を拠点とする研究開発体制を持つ同社は，顧客
や市場に近く，学生や中途採用者の採用に有利な関
東地域の開発体制を強化したい旨の経営課題を長年
持っていたという 13)．2017 年に福島県と神奈川県に
拠点を持つソニーのリチウムイオン電池事業の買収
を契機として，成長の期待されるエネルギー・ヘル
スケア部門や自動車関連市場向けの製品開発を行う
大規模拠点を開設することになった．しかし，東京
では適当な物件が見当たらず，みなとみらい 21 地区
に見合う場所を見つけ土地を取得した． 
 
４．「テナント型」助成を受けた立地 
「テナント型」の助成を受けた施設は，みなとみ
らい 21 地区では 30 件認定された．そのうち 2019 年
に確認できた 28 件の特徴を概観する 14)． 
28件の業種としては情報通信業が目立ち，製造業，
海運業がみられる．本社移転が 13 社，本社の一部移
転が 1 社，研究開発施設 3 社，営業拠点開設が１社
であった．助成対象としては本社となっているが，
研究所の移転の受け皿としても活用されていること
がわかる． 
移転前の所在地については，本社移転 13 社のう
ち，川崎市からと東京都港区からがそれぞれ 4 社，
渋谷区からが 2 社，千代田区，世田谷区，新宿区か
らがそれぞれ 1 社であった．東京都心と川崎市から
の移転が目立ち，副都心からも散見された． 
以下では，助成額の大きな企業を中心に，移転の
取り組みの事例を紹介する．  
キャタピラージャパン合同会社は，世田谷区用賀
からみなとみらい 21 地区に本社を移転し，テナント
型では最も額の多い 2 億 5,400 万円の助成金交付を
受けた 15)． 
キャタピラージャパンは，世界最大の建設機械メ
ーカーであるアメリカ・キャタピラー社と三菱重工
業との合弁会社として 1963 年に神奈川県相模原市
で創業した．2012 年に合弁を解消し，キャタピラー
社の完全子会社になった． 
2018 年には，新興国市場での販売不振によるキャ
タピラー社のグローバル拠点の再編のもとで，相模
原市中央区の相模事業所を閉鎖し，トランスミッシ
ョンや油圧ポンプ・モーターなど建機の中核部分の
生産をもう一つの国内主力工場である兵庫県の明石
事業所に移管することになった．東京地区に残る販
売企画部門の立地処遇については，世田谷区の本社
を増床して統合する案や，本社をそのままに他の場
所に移動する案も検討されたが，分散した拠点では
管理コストがかかること，複数のフロアに分かれて
いた本社のファシリティの見直しも考慮され，最終
的には本社と統合して，三つの関連会社とともに他
所に移転することになった． 
2018 年にみなとみらい 21 地区の新築大規模ビル
に移転し，2 フロア約 3,000 ㎡を賃借した．みなとみ
らい 21 地区には，東京と比べて賃料の高くない，ワ
ンフロアもしくは 2 フロアで移転予定の約 300 人を
収容できる大型オフィスビルが複数存在していた．
そして，横浜市による「企業立地促進条例」の助成
制度が本国親会社への説明を強く後押しした 16)．海
外からの出張者も多く，羽田空港や成田空港からの
アクセスもよく，明石事業所に移動する際の新幹線
の便も良いこと，近隣にホテルが多いことも評価点
として挙げている． 
石川県かほく市に本社を持つ PFU は，2014 年 10
月に川崎市川崎区の東京本社と東京都町田市の東京
開発センターをみなとみらい21地区のビルに移転さ
せ立地を統合した．東京地区のオフィス集約ととも
にBCPへの対応が移転の目的である 2億 4,100 万円
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の助成を受けた賃借面積 1 万 5,000 ㎡の新オフィス
に 1,200 人が就業する 17)． 
富士通ネットワークソリューションズは，川崎市
川崎区からの本社移転である．賃借面積 8,400 ㎡の
オフィススペースに 1,200 人を収容している 18)．こ
のオフィス開設に，横浜市は 1 億 3,925 万円を助成
している． 
キャタピラージャパンと同様に世田谷区から転入
した住友スリーエム（現スリーエムジャパン）は，
1 億 6,000 万円の助成を受けている．住友スリーエム
本社は，1974 年に建てられ老朽化した世田谷区玉川
台の自社ビルから，2013 年 5 月に災害時の事業継続
計画への対応や従業員の安全確保を目的として「ガ
ーデンシティ品川御殿山」の1万1,366㎡を賃借し，
本社を移転した．一方，顧客対応や財務，経理，人
事部門の一部を横浜へ分散移転させ，「みなとみらい
セントラルタワー」の 1 フロア，2,714 ㎡を横浜オフ
ィスとして賃借し 2 拠点体制とした 19)． 
外食チェーン店「ケンタッキーフライドチキン」
を日本全国で 1,100店以上展開している日本KFCホ
ールディングス株式会社は，2017 年 2 月にみなとみ
らい 21 地区の賃貸ビルに本社を移転した 20)． 
同社では，2013 年ごろから渋谷区恵比寿にあった
旧本社と徒歩で 10 分程度離れた場所にあった商品
開発部門（テストキッチン）の立地統合や，旧本社
ビルが老朽化し1981年以前の耐震基準であるために
耐震性や災害時の事業継続に不安があったこと，本
社スペースが 3 つのフロアに分かれており業務効率
の悪さが経営上の課題となっていた． 
その後具体的に移転先を検討しはじめたが，東京
都区部にとどまる強い理由はなく，商品開発に必要
なテストキッチンを併設できる条件が最重要だった
21)．みなとみらい 21 地区で入居したビルでは，給排
水や空調，耐重量の問題をクリアし，2 フロア 1 万
㎡のスペースを賃借した．さらに，全国に展開する
店舗からスタッフが集まるための，羽田空港や新横
浜駅からのアクセスや従業員の通勤時間や通勤費を
考慮して移転が決定された 22)． 
研究所のみの移転事例である京セラは，2019 年 7
月に関東の 3 拠点，東京都品川区の「東京事業所」
と横浜市都筑区の「横浜事業所」，同市緑区の「横浜
中山事業所」を統合し，R&D 拠点をみなとみらい 21
地区の大型ビル内に設立した 23)．約 1 万 3,000 ㎡の
スペースに研究開発部門の 700 人が就業する．2014
年ごろから統合の構想が持ち上がり，2017 年からは
東京都心部を中心に 2,600 ㎡程度の物件を探したが
適した物件がなかった．2018 年に不動産仲介会社か
らみなとみらい 21 地区の物件を提案された．東京や
品川に近く，羽田空港や港湾へのアクセスも良好で
あること，ワーカーの通勤にも難がないこと，先に
進出した企業の R＆D 拠点やスタートアップ企業の
立地も進んでいることを評価して移転が決まった．
なかでも，最も重要な点として横浜市の協力体制を
挙げている． 
 
Ⅲ 考察 
 
前章では，横浜市の立地誘導の施策による助成を
受けた企業を対象として移転の概要を紹介した．こ
の章では，事例をもとに移転要因の整理を試みる． 
まず，産業立地の視点から，研究所立地集積の進
んだ地域であるという点は大きい．また，羽田空港
や成田空港へのアクセスの良さや新横浜駅からの東
海道新幹線の利用も考慮されている点もメリットと
して挙げる企業が多い． 
固定資産取得型，テナント型同様に，神奈川県内
からの立地集約的な移転が多く，横浜市北部内陸区
とその周辺市からの移転が目立つ．テナント型のレ
ノボ・ジャパンの「大和研究所」も，横浜市の周辺
地域である大和市からの移転である 24)． 
横浜みなとみらい 21 地区の一つの利点として，企
業再編や組織再編の機運の中で立地集約を支えるイ
ンフラ的条件としてのビル規模も，この地区の特徴
である．加えて，延床面積規模の大きさとともに，
ワンフロアの大きさも特徴的である．15 棟のうち 9
棟は 2,000 ㎡を超える規模のフロア面積を持つ 25)．
さらに，筆者の管見の限り日本の高層賃貸オフィス
ビルにおいて最大級となる 5,600 ㎡のフロア面積を
持つビルもある．みなとみらい 21 地区の開発規模も
さることながら，それに由来するそれぞれの街区の
面積規模が大きさがビルのフロア面積規模に反映し
ている 26)．それらビルの幾つかは固定資産取得型の
助成を受けて建てられている． 
そして，みなとみらい 21 地区のオフィスビルの賃
料水準は東京の大規模ビルの 40％程度であり，立地
コスト削減の移転理由も散見される 27)．  
移転元の施設老朽化や，東日本大震災を契機とし
た耐震性の再検討，災害時の継続的なエネルギー供
給といった BCP への対応なども，みなとみらい 21
地区のインフラ基盤の評価を相対的に上げたと思わ
れる．こうした物理的環境が本社や研究所の立地集
約の機会を提供した． 
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しかしこれらの条件は，開発状況や賃金水準から
みて競合地域と想定される東京都心周辺地域にも当
てはまる．事例で見たように，みなとみらい 21 地区
への立地・移転には，横浜市の助成や誘致活動が重
要な役割を果たしたと考えられる． 
当地区への移転企業やオフィスの特徴を上げてお
きたい．まずは，オープンな共創スペースがオフィ
スに併設されている点である．中央地区を適用範囲
とする「みなとみらい 21 地区まちづくり基本協定」
では，敷地面積が 1 万㎡を超える大規模施設での賑
わい創出が求められている（一般財団法人よこはま
みなとみらい 21「みなとみらい 21 まちづくり基本
協定」）．この傾向は固定資産性取得型の施設で顕著
である．日産自動車は銀座にあったショールームも
移転させており，京浜急行電鉄の本社は，1 階に引
退した実物車両を展示したミュージアムを2020年に
新設する予定である 28）． 
近年では，社外との協働が強く意識された施設計
画がなされている．資生堂は，14 階建ての社屋のう
ち 1・2 階を社外の一般利用が可能なコミュニケーシ
ョンエリアとした複合体験施設とした 29)． 
テナント型でも同様の傾向が強まっている．前述
の京セラは，今後はシステムやサービスに注力する
意向があり，他の企業やスタートアップ企業などと
の「共創」を促進する空間として新しいオフィスを
位置付けている．賃貸ビルの 1 階から 6 階までのフ
ロアを占有しているが，1 階には研究開発を PR し，
物づくりを体験できるよう 3D プリンターや旋盤等
工具が用意された工房を設置した 30)．これらのショ
ールームやラボ施設は，この地区の街路の骨格とな
る「都市軸」との連携が意識され遊歩道沿いの活性
化を目的としている 31)． 
さらに，日本 KFC 本社の前述したテストキッチン
は１階ではなく執務スペースのある階に設置されて
いるが，地域との連携を考慮して社外からの見学が
できるように配慮されており，修学旅行生の見学受
入や調理体験ができる一般向けイベントを行ってい
る 32)．これらの施設やオフィスでは，外部との共創
を強く意識した空間構築が行われている． 
次に，オフィス内部でのフレキシブルな空間構築
の展開についてみる． 
移転を機に執務環境の向上を挙げている企業も多
く，企業の中で中枢管理機能を担うオフィスの執務
スペースも，柱のない広大なフロアを生かしたオー
ブンなスタイルで構築されている． 
キャタピラージャパンの本社では，米国親会社で
オフィス改革が始められたオフィス改革を受けて，
幹部の個室を減らしてオープンスペースを基本とし，
フリーアドレスをベースとした ABW（アクティブ・
ベースド・ワーキング）の仕組みが取り入れられた．
オフィスの中を個人の仕事に集中できるゾーン，他
の社員と共同で仕事をするゾーンに区分し，ワーカ
ーが仕事の内容に合わせてゾーンを選び就労できる
ようにした 33)． 
京セラのオフィスでは，形態として全員を対象と
したフリーアドレスが導入されており，研究開発部
門では希少な事例という 34)． 今後，みなとみらい 21
地区に進出する企業では，この傾向がより強まると
予想される． 
 
Ⅳ おわりに 
 
これまで列記した企業立地の個別的な情報は，各
企業ホームページや不動産情報誌，当地区の場合は
横浜市経済局や一般社団法人横浜みなとみらい21の
ホームページなどに公表され，広く告知されている．
本稿では，それらを整理して 2000 年以降のみなとみ
らい 21 地区のオフィス立地を概観した． 
佐藤（2016）は，1990 年代末の横浜みなとみらい
21 地区における立地企業の特色として，東京資本企
業の営業拠点，単独事業所の形態を取る中小情報関
連企業，大手企業の本社としている 35)．その後は，
日産自動車や富士ゼロックスを始めとする企業の中
枢管理機能や研究施設を統合し集約する場所となっ
た．これら大手企業のオフィス移転は，横浜市内を
中心とする神奈川県内に立地する生産拠点や研究開
発施設への利便性を重視した立地といえる．佐藤が
言及した傾向は，2010 年代後半でも継続していると
思われる． 
坪本（2015）によると，東京中心地域における民
間事業所従業者数は，1996 年から 2006 年にかけて
15 万人増加している．筆者が聞き取りをした東京都
港区に本社を置く外資系経営コンサルティング企業
では，2008 年のリーマン・ショック以前の好景気時
に人員の増加と東京都心でのオフィス需給の逼迫に
伴う賃料上昇に対応した立地再編を行い，大規模災
害やパンデミック発生時の想定に対応したBCPにも
とづいて，バックオフィスを港区から横浜みなとみ
らい 21 地区へ移転した． 
しかし，リーマン・ショック後の 2009 年頃は，み
なとみらい21地区でも既存オフィスが再編されて横
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浜市内の他地域に転出する企業が見られ，2010 年竣
工の大型賃貸ビルの当初稼働率は20％程度だった36)． 
本社施設の老朽化に加えて，2011 年 3 月の東日本
大震災以降では，建物耐震性能が再検討され，BCP
の対応としての移転が増加した． 
さらに近年は，ホテルなど周辺施設の充実に対し
ての評価が強まっている．特に，外資系企業にとっ
ては，海外からのゲストの宿泊場所が近接しており
都合が良い． 
加えて，研究開発機関の立地が増加しており，横
浜市当局もそれを意識して誘致を推進している．こ
れらの立地集積を見込んだアクセンチュアや野村総
合研究所といったコンサルティング業オフィスが進
出している． 
そしてさらに，他企業や産業，スタートアップ企
業の立地集積も移転理由として挙げられ，2018 年に
はニューヨークを本拠としコワーキングのスペース
とサービスを提供する WeWork が，みなとみらい 21
地区に進出した．近い将来，当地区ではオフィスの
内部からオープンな研究スペース，新たなオフィス
サービスを包含しつつ街区に至るまでのスケールで，
社内外との協働が強く意識されたシームレスな空間
として一体的に構築され，特徴的な業務空間となる
可能性がある． 
しかし，企業にとって横浜市は積極的な移転場所
として認識されていたかは疑問が残る．事例のいく
つかでは，東京都心での移転ビルを探したが見つか
らず，仲介会社による紹介によって横浜を移転候補
地として初めて認識していた．このことは，横浜市
を移転対象と見ていない企業が未だ数多く存在する
ことを示している．だからこそ，東京都心からの誘
導は非常に困難を伴い，助成は金額的に厚いもので
あったといえる． 
移転対象とならない要因の一つとして，従業員の
通勤問題が想定される．II章の通り，各企業は移転
後のワーカーの通勤時間増加に配慮しており，横浜
市中心部から見て東京都心を越える地域からの移転
が皆無であることは，その証左であろう． 
しかしながら，佐藤（2016）は，東京の周辺都市
に移転をした企業において，通勤時間の増加が平均
10分以内でも現実には従業員の転居が起こることを
示しており，通勤は企業とワーカーにとってセンシ
ティブな問題である．前述したコンサルティング企
業のバックオフィスの事例では，横浜への移転を機
に市内とその周辺からの人材確保を見込むとともに，
増加する通勤の負担軽減の目的も込めて間接部門の
在宅勤務制度を整備し運用を開始した．事例とした
キャタピラージャパンでも全社員を対象とした在宅
勤務制度を導入している37)．在宅勤務制度といえば，
一般的に都心にオフィスがあるワーカーの郊外居住
地での就業が想定されるが，都心から周辺都市への
移転を支援する働きも持つ可能性がある． 
言うまでもなく，その後背地，特に県域や都市の
人口や産業集積が異なるため立地企業や特性が異な
る．坪本（1996）は，1990 年代半ばの東京圏周辺都
市における業務地域の特性は，その都市が持つ後背
地域の広さに左右されると指摘したが，本稿の考察
をもとにすれば，21世紀に入ってからもその傾向は
継続している． 
そして，従業者数は東京都心での増加傾向が続い
ており，周辺都市の動向は中心都市と比較してどの
ように位置づけられるのだろうか．その上での周辺
都市との比較が必要であろう． 
みなとみらい 21 地区の場合，周辺都市の中でも本
社や近年は研究施設の移転を始めとして事業所の立
地集積が進み，集積の利益を見込んだ立地が出現し
ている．高い賃料といった東京都心における集積の
不利益からの回避だけではなく，当地区での集積の
利益を見込んだ企業の立地もみられ始めていること
は特筆に値する．しかし現状では，それらは横浜市
による手厚い助成があればこその話である．いずれ
にしても，本稿は限られた企業の事例をもとにした
予察に過ぎない．みなとみらい 21 地区の全体像の把
握や東京都心の動向との関係性，他の周辺都市との
比較については別稿としたい． 
（首都大学東京・都市環境学部） 
 
注 
 
1) 平成 18 年事業所・企業統計調査と平成 26 年経済セン
サス基礎調査の事業所（全産業）従業者数を単純比較
した結果である． 
2）横浜市ホームページ（https://www.city.yokohama.lg.jp/ 
kurashi/machizukuri-kankyo/toshiseibi/mm21/ gaiyo.html， 
2019 年 11 月 4 日参照）に基づく． 
3）日経不動産マーケット情報2014年5月号の記事による． 
4）不動産仲介・情報企業CBRE 社が刊行する情報誌『Bz
空間』2018 年夏季号の記事による． 
5）前出注 4． 
6）横浜市ホームページ（https://www.city.yokohama.lg.jp/ 
business/keizai/yuchi/support/seido/ninteiitiran.html， 
2019 年 11 月 4 日参照）の記載に基づく． 
7）賃貸オフィスビル建設に対する助成には，「賃貸オフィ
ス部分の2分の1以上を市内初進出となる企業へ賃貸
するなど」の条件が付与されている． 
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8）移転計画発表時の経営最高責任者であるカルロス＝ゴ
ーン社長の「世界戦略で攻勢をかけていくからこそ，
創業の地に立ち返ることが大事」との旨の発言も著名
となった．同本社は，ルノー・日産グループのアジア
地域におけるヘッドオフィスとしても機能している． 
9）京浜急行電鉄株式会社ニュースリリース 
（ https://www.keikyu.co.jp/company/news/2019/20190902
HP_19133CK.html，2019年11月4日参照）に基づく． 
10）富士ゼロックス株式会社ニュースリリース 
（https://www.fujixerox.co.jp/company/news/release/2010/0
323_randd，2019年 11月 4日参照）に基づく． 
11）資生堂は，1968 年に設立した港北区の研究拠点（2000
年に都筑区へ移転）で化粧品の製品開発を，1992 年に
同市金沢区に設立した拠点で医薬品と食品などを含む
広い分野の基礎基盤研究を行ってきたが，減価償却費
と管理費の抑制を目的として，2013年に金沢区の拠点
を都筑区の拠点に集約した（株式会社資生堂ニュース
リ リ ー ス https://www.shiseidogroup.jp/ir/pdf/ 
ir20130131_548.pdf，2019年 11月 4日参照） 
12）株式会社資生堂ニュースリリース 
（ https://www.shiseidogroup.jp/news/detail.html?n=000000
00002656，2019年 11月 4日参照）． 
13）CBRE『Bz 空間』2018 年夏季号． 
14）前出注 2．2 件については助成期間終了ののちにみな
とみらい 21 地区からは撤退している． 
15）キャタピラージャパンの本社移転事例の内容は，前出
注 4 による． 
16）2012年に世田谷本社と中野区の営業拠点の統合が検討
された際に，横浜が移転先として検討された経緯もあ
り，本社統合移転のパターンでは「横浜ありき」で進
められた．キャタピラージャパンの担当者は「これら
の条件が整った横浜への移転統合を選ばない理由はな
い」とまで言及している． 
17）日経不動産マーケット情報 2012 年 1 月号の記事によ
る． 
18）日経不動産マーケット情報 2012 年 10 月号の記事によ
る． 
19）日経不動産マーケット情報 2012 年 12 月号の記事によ
る． 
20）日本 KFC の本社移転については前出注 4 による． 
21）前出注4によると，商品開発に圧力釜を使用するため，
重量や食用油，熱に対応した空調設備が必要となる． 
22）同じビルには，食品製造販売を行うエバラ食品本社と
グループ企業が横浜市内から移転し入居している．同
社も，本社内に業務用商品の開発を行うテクニカルセ
ンターを併設している（エバラ食品株式会社ニュース
リリース https://www.ebarafoods.com/ company/press/ 
2014/20140423_iten.php）． 
23）CBRE『Bz 空間』2019 年秋季号の記事による． 
24）「大和研究所」は日本 IBM 社の旧研究所で，日本市場
向けノートパソコンの製品開発が行われていた． 
25）オフィスワーカー一人当たりの床面積を 12 ㎡／人と
仮定すると，2,000 ㎡規模のフロアには 160 人規模の
オフィス組織を収容できる． 
26）「固定資産取得型」助成対象の賃貸オフィスビルの必
要条件について，前出注 7 に加えて，賃貸オフィス部
分の床面積が 1,500㎡以上の階の床面積の合計が 2万
㎡以上など」と規定されており，大きなフロア面積を
持つことが意図されている． 
27）前出注 4． 
28）前出注 9． 
29）前出注 12． 
30) 前出注 23． 
31）「企業立地促進条例」による助成を受けていない移転の
事例として，パイオニア DJ 株式会社を取り上げる．
2014年にパイオニアから分離独立した音響機器メーカ
ーである同社は，本社を川崎市幸区からみなとみらい
21 地区の賃貸ビルに移転した．300 人を収容する本社
執務スペースとは別にビル１階には音響テスト用スタ
ジオが設置されたが，音響機器を展示するショールー
ムも賑わい創出を目的として街路に面して併設された
（CBRE『Bz 空間』2016 年春季号の記事による）． 
32）前出注 4．日本KFC は，同社として初の地域協働とな
る「地域活性化に関する包括協定」を横浜市と締結し，
市民サービスの向上を目指した取り組みを始めている． 
33）前出注 4．この変化は，同社のガバナンスの変化が大
きく影響している．同社は，世田谷時代には部門ごと
に個人用のデスクを配置し，序列で席を決める「島式
レイアウト」を採用していた．しかし，合弁が解消さ
れてグローバルレベルでビジネスユニット制が導入さ
れ，上司が日本法人ではなく北京やシンガポール（の
オフィス）にいるという状況が発生し，働き方を再検
討する必要に迫られた．併せて，不足する会議室の問
題もあった．新しい形態のオフィスは，実態と乖離し
た働き方を検討した結果であるという． 
34）前出注 23． 
35）現実には，当地区に立地するオフィスのタイプとして，
神奈川県・横浜市を管轄とする営業拠点が多数を占め
ると思われる． 
36）日経不動産マーケット情報 2010 年 5 月号の記事によ
る． 
37）前出注 4． 
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